投資契約書
　　　　　　　　投資事業有限責任組合（以下「投資家」という。）と，　　　　　　　株式会社（以下「発行会社」という。）および発行会社代表取締役　　　　　　　　（以下「発行会社代表者」という。）とは，発行会社の平成　　年　　月　　日開催の株主総会の特別決議に基づいて発行された発行会社の株式（以下「本株式」という。）の取得について，下記の通り投資契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第１条（発行会社による事実の表明および保証）
発行会社および発行会社代表者はそれぞれ，投資家に対し，本契約の締結および発行会社への投資の重要な基礎として，次の事実を表明し真実として保証する。
（１）　発行会社は，本契約の締結およびその義務の履行について，必要な能力および権限を有し，必要な全ての取締役会決議および株主総会決議を経ており，定款，諸規則および自己が当事者である契約に違反せず，また，必要な許認可，届出等の手続がなされておりその条件に違反しないこと。
（２）　発行会社が投資家に対し本契約締結以前に次の文書を交付していること。
①　定款，取締役会規則および株式取扱規則
②　本契約締結直前の商業登記簿謄本
③　直近３事業年度分の計算書類，事業報告，これらの附属明細書（以下単に「計算書類等」という。），監査役の監査報告書および公認会計士の監査報告書
④　当該事業年度の月次決算書
⑤　直近３事業年度分の税務申告書
⑥　最新の事業計画書（収支計算書を含む。）
⑦　グループ企業関係図
⑧　発行会社と関連当事者間の取引の概要書
（３）　投資家が発行会社から受領した計算書類等は，法令および定款に適合して作成され，発行会社の財政状態および経営成績を適正に表示していること。
（４）　発行会社の運営，財政状態，経営成績，信用状況等に重要な悪影響を及ぼすべき裁判その他の法的手続または行政手続は現在係属しておらず，また，そのおそれもないこと。
（５）　発行会社，発行会社代表者，それらの特別利害関係者，発行会社の株主または取引先等が，反社会的勢力またはこれに準ずるもの（以下「反社会的勢力等」という。）ではないこと，反社会的勢力等に資金提供またはそれに準ずる行為を通じて，反社会的勢力等の維持，運営に協力または関与していないこと，反社会的勢力等と交流を持っていないこと，ならびに，発行会社または発行会社代表者が将来においても反社会的勢力等と一切関係を持たないこと。なお，本契約において「特別利害関係者」とは，役員（役員持株会を含む。），配偶者および二親等内の親族，これらの者が発行済株式総数の過半数を保有する会社，ならびに関係会社およびその役員をいうものとする。
（６）　発行会社および発行会社代表者による本条における事実の表明および保証ならびに本契約締結に関して発行会社が交付する書面および提供する情報は，重要な事実について虚偽ではなく，誤解を生じさせないために必要な重要な事実を欠いていないこと。
第２条（投資家による事実の表明および保証）
　投資家は，本契約の締結の重要な基礎として，本契約の締結およびその義務の履行について，必要な能力および権限を有し，自己が当事者である契約に違反せず，また，必要な許認可，届出等の手続を適正に経ておりその条件に違反していないことを，発行会社に対して表明し真実として保証する。
第３条（発行会社の特約）
本契約の他の条項に加えて，発行会社および発行会社代表者は投資家に対し，次の通り約束する。
（１）　発行会社は，法令および定款に適合して計算書類等，監査役の監査報告書および税務申告書を作成し，計算書類等および監査役の監査報告書については，定時株主総会期日の２週間前まで，税務申告書の写しについては事業年度終了後３か月を経過する日までに投資者に送付する。
（２）　発行会社は，投資家が合理的に請求する月次試算表その他の財務，会計に関する書面および情報を投資家に提供する。
（３）　発行会社は，次の事項について，決議機関で決定をする場合，かかる決定をする日（その決議機関が株主総会の場合には，当該株主総会の招集を決定する取締役会の開催日）の２週間前までに，決定すべき事項の概要を投資家に書面により通知する。
①　会社の目的，商号，本店所在地，発行可能株式総数の変更その他定款の変更
②　代表取締役，取締役および監査役の任免
③　組織変更，合併，会社分割，株式交換および株式移転
④　解散，破産手続開始，民事再生手続開始，更生手続開始，特別清算開始および担保権実行の申立て
⑤　事業の全部または一部の譲渡，譲受け，休止または廃止および業務提携またはその解消
⑥　資本の減少，自己株式の取得，株式の併合，株式の分割および株式の種類の変更ならびに発行会社の取締役による発行会社の株式の譲渡または取得
⑦　配当および中間配当
⑧　株式，社債または新株引受権付社債の発行（以下｢株式発行等｣という。）および新株予約権の付与
⑨　決算期の変更その他会社方針の変更
（４）　発行会社は，前号に該当する事項を除き，次の事項が発生，認識，決定または予見できた場合，直ちに，当該事項の概要を投資家に書面により通知する。
①　第６条第１項第２号の株式公開予定時期，公開予定市場等の変更
②　発行会社の取締役，監査役または主要な従業員の退任，死亡，重大な病気，解任または業務上の不祥事
③　発行会社の重要な資産（有形，無形を問わない）に関する損傷事故，法的問題等の発生
④　発行会社と主要借入先金融機関，主要取引先または主要仕入先との間の取引関係の停止，解消，解約その他の重要な変更
⑤　発行会社に関する訴訟，行政手続および税務調査
⑥　発行会社の破産手続開始，民事再生手続開始，会社更生手続開始，特別清算開始もしくは担保権実行の申立てまたは手形もしくは小切手の不渡り
⑦　発行会社の会社運営，財政状況，経営成績，信用状況等に重要な影響を及ぼしうる契約の締結もしくは変更，または主要取引先もしくは金融機関の変更もしくは取引の停止
⑧　発行会社と取締役との間の取引，発行会社とその取締役が支配する他の会社との間の取引または発行会社とその関連会社との間の取引
⑨　多額の固定資産の譲渡もしくは取得，貸付け，借入れ，債務保証または担保提供
⑩　発行会社の債務者または発行会社が保証する債務の主債務者の債務不履行，発行会社の債権者による債務の免除，支払期限の猶予もしくは金利の減免，または第三者による債務の引受けもしくは弁済
⑪　持株比率５％以上を保有する株主の，発行会社株式総数に対する持分割合の増減
⑫　その他投資家から発行会社に関する説明書その他の資料の合理的な要求
（５）　発行会社は，投資家に交付した最近の事業計画書を毎年更新し，当該事業計画書を速やかに投資家に交付する。また，当該事業計画書に重要な変更があった場合には，速やかに投資家に通知する。
（６）　投資家は，本契約または本株式にかかる権利を確保するため必要があると認めるときは，発行会社および発行会社代表者に対し，その業務または財産の状況に関し報告または資料の提出を求めることができ，質問に対する応答を求めることができ，会計帳簿その他の物件を閲覧または謄写することができる。
（７）　投資家は，その費用で自らまたは投資家の会計士その他代理人を通じて，発行会社またはその関係会社に対して事前の通知を行い，発行会社またはその関係会社の本社またはその他の営業所を訪問し，発行会社またはその関係会社の帳簿，記録および施設を閲覧，謄写または検査することができる。発行会社またはその関係会社は，かかる閲覧，謄写または検査に必要な協力を行うものとする。
第４条（投資家の新株引受権）
１　発行会社は，株式発行等または新株予約権の付与について検討する場合，第４条第３号⑧の規定にかかわらず，当該発行または付与を決議する取締役会の３週間前までに，投資家に対し通知してその承認を得なければならない。
２　投資家は，発行会社が株式発行等を行う場合，投資家の発行会社株式総数に対する持分割合（潜在株式を含む。）に応じて，発行会社が行う株式発行等につき割当を受ける権利を有する。この場合，当該割当に応じるか応じないかは投資家の判断によるものとし，当該割当に応じたことまたは応じないことを理由として投資家はいかなる不利益も被らず，また発行会社および発行会社代表者に対していかなる責任も負わない。
第５条（投資家の譲渡参加権，先買権）
１　発行会社代表者および投資家は，自己の保有する発行会社株式の一部または全部を第三者に譲渡しようとする場合（この場合の発行会社代表者または投資家を以下「譲渡希望者」といい，第三者を以下「譲受予定者」という。），譲渡予定の株式総数，譲渡予定価額，譲受予定者の氏名または名称および住所その他譲渡に関わる重要な条件を記載した書面（以下「条件説明通知」という。）を，事前に譲渡希望者以外の発行会社代表者または投資家（以下「参加権者」という。）に交付しなければならない。参加権者は，譲渡希望者によるかかる譲渡と同じ条件で自己の保有する発行会社株式のうち，下記算式に基づき算出される数（以下「参加可能株数」という。）の株式の全部または一部を譲受予定者に譲渡されるよう譲渡希望者に要求する権利を有する。かかる要求は参加権者が条件説明通知を受領後２０日以内に書面により行うものとし，参加権者よりかかる要求があった場合，譲渡希望者は速やかに譲受予定者と交渉し，参加権者に不利にならない条件でかかる要求に従い参加権者と譲受予定者との間で売買契約を成立させるまでは，自己の保有する発行会社株式の譲渡は一切できないものとする。かかる売買契約が成立した場合，譲渡希望者が譲受予定者に譲渡することができる発行会社株式の数は，参加権者の譲渡分のみ減少する。
	参加可能株数 ＝
	譲受予定者の譲受希望株式数 ×
	　参加権者の保有する発行会社株式総数

	
	
	参加権者の保有する発行会社株式総数 ＋ 譲渡希望者の保有する発行会社株式総数


２　前項の参加権者のうち，自己の参加可能株数の全部または一部につき譲渡を希望しない者がいる場合（譲渡を希望しない株数を以下「残存株数」という。），譲渡希望者はその旨を参加権者全員に通知しなければならない。この場合，参加権者のうち更に譲渡を希望する者（以下「二次参加者」という。）は，かかる通知を受領後１０日以内に，残存株数の合計に二次参加者全員および譲渡希望者の持株数合計（前項の参加可能株数を含める。）に対する各々の持株比率を乗じた株数を譲受予定者に譲渡されるよう譲渡希望者に書面で要求することができる。残存株数の全部または一部につき二次参加者による譲渡がなされない場合は，譲渡希望者は，その株数を譲受予定者に譲渡することができる。
３　参加権者は，前２項に定める権利を行使する代わりに，譲渡希望者の譲渡予定株式の全部または一部（以下「先買対象株式」という。）を買い取ることを希望する場合，条件説明通知を受領後３０日以内に，譲渡希望者に対しその旨書面にて通知することで，当該先買対象株式を買い取ることができる。譲渡希望者は，かかる通知を受領後１０日以内に，先買対象株式全てを表象する株券を当該参加権者に引渡し，当該参加権者は，かかる引渡しが履行された後遅滞なく，条件説明通知に記載された１株当たりの譲渡価額に基づいて算出される代金をかかる譲渡希望者に支払う。
第６条（発行会社等による株式の買取）
１　投資家は，次の事由のいずれかが発生した場合，発行会社および発行会社代表者に対して書面により通知することにより，本株式の全部または一部（以下「買取対象株式」という。）を発行会社および発行会社代表者が連帯して買い取ることを請求できるものとし，発行会社および発行会社代表者は，かかる請求を受けた日より３０日以内に買取対象株式を投資家の指定する方法で全て買い取らなければならない。ただし，発行会社および発行会社代表者は，自己の指定する第三者をしてかかる買取を行わせることができるものとする。なお，本項の規定は，投資家が，発行会社または発行会社代表者による本契約上の義務の不履行に基づき被った損害につき賠償請求することを妨げるものではない。
（１）　発行会社または発行会社代表者が本契約の規定に違反し，当該違反の是正を求める投資家からの通知を受領後３０日以内に，当該違反が是正されない場合。
（２）　発行会社の財政状態および経営成績の点で，発行会社株式の株式公開が可能な条件を充足しているにもかかわらず，平成　　年　　月　　日までに株式公開されていない場合。
２　前項において，投資家が発行会社代表者に買取請求した場合の買取対象株式の１株当たりの買取価額は，投資家が選任した第三者（監査法人または公認会計士に限る。）の鑑定による発行会社株式の１株当たりの公正な時価とする。
第７条（発行会社代表者の義務）
１　発行会社代表者は，投資家の事前の了解なくして，発行会社の取締役を任期前に辞任しないものとし，かつ，任期満了時に発行会社の取締役として再選されることを拒否しないものとする。
２　発行会社代表者は，発行会社の取締役，監査役または従業員としての地位にある間，および自己の責に帰すべき事由により発行会社の取締役，監査役または従業員のいずれでもなくなった日から２年間経過するまでは，自らまたは第三者をして発行会社の事業と競合する事業を直接または間接に行ってはならない。
３　発行会社代表者は，投資家に対し，合理的な理由を示して本条の義務の解除を求めることができる。
第８条（秘密保持）
１　本契約当事者は，本契約の内容および本契約に基づき他の本契約当事者が秘密である旨を明示した上で開示する情報（以下「秘密情報」という。また，秘密情報を開示する当事者を以下「開示者」といい，秘密情報の開示を受ける当事者を以下「被開示者」という。）について，被開示者の承諾がある場合を除いては，第三者に漏えいしてはならない。ただし，次の情報（個人情報を除く。）についてはこの限りでない。
（１）　開示者から開示された時点で既に公知または公表されているもの。
（２）　開示者から開示された時点で被開示者が既に保有しているもの。
（３）　開示者が開示後に公表したものまたは被開示者の責に帰すべき事由によらずに公知となったもの。
（４）　正当な権限を有する第三者より適切に取得したもの。
２　前項の規定にかかわらず，被開示者は，秘密情報の開示を受ける必要のある自己の役職員等（組合員も含む。），弁護士，公認会計士，税理士等の専門家および本契約当事者が保有する発行会社株式の譲受予定者（事前に他の本契約当事者全員に書面により通知した場合に限る。）に対して，必要かつ合理的な範囲で秘密情報を開示できるものとする。この場合，被開示者は，当該第三者に対し本条と同旨の義務を遵守させるものとする。
３　第１項の規定にかかわらず，被開示者は，法令または裁判所，監督官庁その他の公的機関の命令，要求もしくは要請に基づき，必要かつ合理的な範囲で秘密情報を開示できるものとする。当該命令，要求または要請があった場合，被開示者は，速やかにその旨を開示者に通知しなければならない。
第９条（契約の終了）
１　本契約は，次の場合に終了する。
（１）　本契約当事者が本契約の終了を全員一致で合意した場合。
（２）　発行会社の本株式を含む株式が公開株式市場に上場または店頭登録された場合。
（３）　投資家またはその包括承継人が払込期の翌日が経過した後に発行会社の株主とならなかった場合または株主でなくなった場合。
２　本契約の終了は将来に向かってのみその効力を生じ，本契約に別段の定めがある場合を除き，終了前に本契約に基づき発生した権利および義務は終了による影響を受けない。
第１０条（費用の負担）
１　発行会社は，本契約の締結，本株式の発行，本株式の配当の支払について支払われるべき印紙税その他の公租公課（投資家の所得にかかる税を除く。）を全て負担し，これを支払う。
２　前項その他本契約に別段の定めがある場合を除き，本契約当事者はそれぞれ，本契約の交渉，作成，署名捺印および義務の履行に関連して自己が負担した全ての費用（弁護士，公認会計士等の第三者に対する報酬および費用を含む。）を各自負担する。ただし，相手方の債務不履行を原因として，損害の賠償または補償等を求める場合の費用についてはこの限りではない。
第１１条（権利の譲渡および義務の引受）
本契約当事者は，他の本契約当事者の書面による同意を得ることなく，第三者に対し本契約に基づく権利を譲渡しまたは義務を引き受けさせることはできない。
第１２条（通　知）
本契約に別段の定めがある場合を除きまたは本契約当事者が別途合意しない限り，本契約に基づく通知，書面の送付および情報の提供は，次の住所等または連絡先に宛てた書面によりこれを行う。なお，本契約当事者は，他の本契約当事者に通知することにより，次の住所等または連絡先を変更することができる。

投資家　
：　　　　　　　　　　　　　　　　　


発行会社
：　　　　　　　　　　　　　　　　　


発行会社代表者　：　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１３条（準拠法）
本契約に関する本契約当事者の一切の権利義務その他の法律関係は，日本国の法律に準拠し，それに従い解釈される。
第１４条（専属的合意管轄裁判所）
本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第１５条（協　議）
本契約に定められていない事項または解釈上疑義が生じた事項については，その都度，本契約当事者が誠意をもって協議決定する。
本契約の成立を証するため本契約書３通を作成し，本契約当事者各署名押印の上，各１通を保有する。
平成　　年　　月　　日
投資家：住　　　所　　　　　　　　　　　　
組　合　名　　　　　　　　　　　　
代　表　者　　　　　　　　　　　印
発行会社：住　　　所　　　　　　　　　　　　
会　社　名　　　　　　　　　　　　
代表取締役　　　　　　　　　　　印
発行会社代表者：住　　　所　　　　　　　　　　　　
氏　　　名　　　　　　　　　　　印
